














計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board: GASB）が 1999 年に基準書第
34 号「州および地方政府のための基礎的財務諸表並びに管理者による討議および分析」
（GASB Statement No.34, Basic Financial Statements ─ and Management’s Discussion and Anal-









（2） GASB 基準の適用を強制する全国的な法規制等は存在しないものの、GASB 基準は、全ての州に導入
されている。GASB 基準が地方政府にどの程度導入されているかについての確実なデータは存在しな




の中で最も重要な変化（the most significant change）」（3）と位置づけられる。しかし、




（dual perspective model）とよばれ（Freeman and Shoulders 2010, p.33）、米国公会計の特
徴を構成している。















（3） GASB 基準書第 34 号公表時の GASB 議長声明（Plummer, Hutchison and Patton 2007, p.206）。
（図 1）最低限求められている州・地方政府の一般目的財務諸表
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メカニズムが用いられてきた。1 つが予算（budget）であり、もう 1 つが基金制度（govern-
mental fund structure）である（GASB 概念書第 1 号, para.21）。基金（fund）は、ある特定
活動の継続または特定目的の達成のために特別の規制、制約または制限に従って区分される
（NCGA 報告書第 1 号, para.16）。基金は、歳出予算（appropriations）の割り当てられる単
位でもある。そのため、多くの政府は、予算コントロールを確実にし、また、予算遵守
（budgetary compliance）を達成するために、基金帳簿に予算勘定（budgetary accounts）を
設定している（Freeman and Shoulders 2010, p.23）（4）。
　米国の州および地方政府は、3 つの基金分類および非基金勘定という 4 つに区分された自
己完結型の会計実体（self-contained accounting entity）を採用している（図 2）。それぞれ
の基金は、現金その他財務資源、関連する負債および残高（または残余持分（residual 
equities））並びにそれらの変動を記録するための独自の帳簿をもっている（NCGA 報告書
第 1 号, para.16; Freeman and Shoulders 2010, p.22）。
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（出所）Freeman and Shoulders 2010, figure 2-4 を筆者が加工の上引用。（括弧内は筆者訳）
　GASB 基準書第 34 号は、基金分類ごとに、基金財務諸表の構成並びに測定の焦点（mea-
surement focus）および会計の基礎（basis of accounting）を規定している（5）。政府基金財
務諸表および事業基金財務諸表において、それぞれの主要基金の財務情報は区分掲記（in a 




















業会計（7）よりも狭い（more restrictive）概念である（Plummer, Hutchison and Patton 
2007, p.209）。例えば、政府基金財務諸表に計上される短期負債は、支払期限の到来した負
債（「“when due” expenditures」（Freeman and Shoulders 2010, p.209））であるため、企業
会計で計上される未払利息（accrued interest payable）が、政府基金財務諸表に計上される





　事業基金財務諸表は、「純持高報告書（statement of net position）」、「収益、費用および基
金純持高変動報告書（statement of revenues, expenses, and changes in fund net position）」
および「キャッシュ・フロー計算書」から構成される（paras.91, fn.39 and 40）。信託基金
財務諸表は、「信託純持高報告書（statement of fiduciary net position）」および「信託純持
















を費用（expense）と同じように業績報告書に含める修正がある（IFAC 1991, para. 32）。
（7） 企業会計では、一般に、「短期」を区分するために 12 ヶ月基準を使用する。なお、政府全体財務諸表は、
企業会計と同様に、当該 12 ヶ月基準を使用して作成される（Plummer, Hutchison and Patton 2007, 
p.209）。









府全体を 1 つの経済実体（economic entity）とした財務情報を報告する（GASB 基準書第
34 号, para.6b（1））。政府全体財務諸表は、州または地方政府の財務情報を行政型活動およ
びビジネス型活動に区分して表示し、さらに、構成単位群（component units）の財務情報を
含めることとしている（GASB 基準書第 34 号, para.6b（1））。構成単位とは、法的に独立し
ているが主要政府（州または地方政府）（10）が財政的説明責任を負っている組織である
（GASB 基準書第 14 号, para.20）。構成単位と主要政府との関係が近いことに関する一定の
条件を満たす場合、構成要素は、主要政府の一部として報告されるが（blending component 
units）（11）、条件を満たさない場合、構成要素は、主要政府と区別して報告される（discrete 
presentation of component units）（GASB 基準書第 14 号, para.42; GASB 基準書第 34 号, 
para.12c）。政府全体財務諸表において、行政型活動およびビジネス型活動間の内部取引は
相殺消去されるが（GASB 基準書第 34 号, paras.58 and 59）、州または地方政府と構成単位






（9） 従業員福利厚生基金（employee benefit plans）のような信託活動の資源は、政府の提供するサービス等
に利用することができないためである（GASB 基準書第 34 号, para. 232）。
（10） GASB 基準書第 14 号は、州および一般目的の地方政府（自治体（municipality）または郡（county））
を主要政府であるとしている（para. 13）。同書はまた、次のすべての基準を満たせば、特別目的の政















（GASB 基準書第 34 号, para.68）。政府基金財務諸表および事業基金財務諸表には、当該内
部サービス基金活動は含まれない。しかし、当該内部サービス基金活動は主に行政型活動を
提供するため、政府全体財務諸表においては行政型活動区分に含まれることとなる（GASB
基準書第 34 号, para. 62）（13）。
　政府全体財務諸表は、すべての資産（財務的資産および資本的資産）、負債、収益、費用、





純合算である結合財務諸表の作成が義務付けられていたが（中西 2007, p.52）、GASB 基準
書第34号公表前においては、行政型活動で保有するインフラ資産の資本化が任意（optional）
とされており、ほとんどの場合、政府職員（officials）は、当該資産を資本化することを選
択しなかった（Robbins and Houston 2002, p.43）（15）。GASB 基準書第 34 号は、原則として、
インフラ資産の資本化および減価償却を義務付けている。
　政府全体財務諸表は、「純持高報告書（statement of net position）」および「活動報告書
（statement of activities）」から構成される（GASB 基準書第 34 号, para.13）。
　上述した政府全体財務諸表の特徴は、次のようにまとめることができる。第 1 に、政府全
体財務諸表は、信託基金において記録される活動を除き、政府全体を 1 つの経済実体とした





る（GASB 基準書第 34 号, para. 62）。
（14） 政府全体財務諸表は、通常、総勘定元帳（general ledger）の記録からではなく、基金財務諸表の勘定
および残高を起点として調整を行なうスプレッドシートまたはワークシートを用いて作成されている
（Wilson and Kattelus 2001, p.58; Freeman and Shoulders 2010, pp.557-558）。
（15） これに対し、ビジネス型活動で保有するインフラ資産については、資本化および減価償却が義務付けら





で果たす役割を GASB 概念書第 1 号の記述する財務報告の下位目的に照らして検討する。
2.3.1.　財務報告の目的
　GASB は、1987 年に概念書第 1 号「財務報告の目的」（GASB Concepts Statement No.1, 
Objectives of Financial Reporting；本稿では、「GASB 概念書第 1 号」とする。）を公表した。




1.   財務報告は、政府が公的説明責任の履行義務を全うすることを支援しなければならな
い。また、財務報告は、利用者が当該説明責任の履行状況を査定できるようにしなけ
ればならない（para.77）。















2-c.  財務報告は、当該年度の活動の結果、政府機関の財政状態（financial position）が
───────────







3.   財務報告は、利用者が政府機関によって提供可能なサービスの水準および支払期限の
到来した債務の支払能力を査定することを支援しなければならない（para.79）。







　GASB 基準書第 34 号は、基金財務諸表および政府全体財務諸表が果たす役割を、GASB

































　GASB 概念書第 1 号は、財務報告の下位目的として、財政状態（financial position）およ
び財政状況（financial condition）に関する情報の提供を記述しているが、両者を具体的に
定義していない。
　連邦政府の会計基準を設定する連邦会計基準諮問審議会（Federal Accounting Standards 
Advisory Board: FASAB）は、概念書第1号「連邦財務報告の目的」において、「財政状況は、




る（Chaney, Mead and Schermann 2002, p.28）。また、財政状況は、「政府の負債支払能力お
よびサービス提供を維持する能力並びに資本的資産を維持する能力」（Rivenbark, Roenigk 











































































GASB 基準書第 34 号が財務報告の下位目的との関係で整理した政府全体財務諸表の役割の
うち、「政府のサービス提供能力の評価に資する情報提供」および「政府の財政状態および
財政状況に関する情報提供」という役割を果たすことができない（表 1 網掛け部分）。
















の前身である全米政府会計審議会（National Council on Governmental Accounting: NCGA）
の報告書第 1 号「政府会計および財務報告原則」（NCGA Statement 1, Governmental 






から、留保区分ではなく、非留保区分に分類していた（NCGA 報告書第 1 号 , para. 120）（20）。
　2010 年公表の GASB 基準書第 54 号「基金残高報告および政府基金分類の定義」（GASB 
Statement No.54, Fund Balance Reporting and Governmental Fund Type Definitions；以下では、
「GASB 基準書第 54 号」とする。）（21）は、政府基金残高情報の有用性を向上させることを目






　GASB 基準書第 54 号の政府基金残高の区分は、GASB 基準書第 34 号で規定していた留
保区分を廃止し、制限付区分を導入している。GASB によれば、当該変更は、政府全体財
───────────
（18） 2011 年公表の GASB 基準書第 63 号は、繰延資源アウトフローおよび繰延資源インフローという 2 つ
の新しい表示区分を規定した。これによって、基金残高は、資産および繰延資源アウトフローの合計か
ら負債および繰延資源インフローの合計を差し引いたものとなった（para.12）。
（19） GASB は、事業基金財務諸表においては、政府全体財務諸表と同様に、純資産を 3 つの構成要素（com-
ponents）に分類することを求めるが、信託基金財務諸表においては、純資産を分類することを求めて
いない（GASB 基準書第 34 号, paras.98 and 108）。
（20） 基金残高の指定については、非留保（unreserved）基金残高の内訳として表示するか、財務諸表に注記
することが規定されていた（NCGA 報告書第 1 号, para.120）














準書第 54 号, para.6）。
　第 2 の特徴は、支出負担行為額を関連する基金残高（制限付、関連済、割当済）に含め、
基金財務諸表に他の義務（commitments）と合わせて注記することである（GARS sec-
tion1700. 127c; GASB 基準書第 54 号, para.24）（24）（25）。
───────────
（23） 寄付基金の恒久的元本（permanent principal of endowment fund）が該当する（Otto 2014, p.2）。
（24） 非制限（unrestricted）基金残高に関係する支出負担行為額は、負担額の使用過程に従って関連済（com-
mitted）または割当済（assigned）に区分される（GASB 基準書第 54 号, para. 101）。
（25） GASB 基準書第 34 号では、支出負担行為を「留保（reserved）」区分において表示していた。GASB
基準書第 54 号が支出負担行為額を注記する方法とした理由は、基金残高の使用に関する制限（limita-
tions）の程度を明示することを優先し、これと矛盾する（incompatible）予算コントロール目的の有用
性に基づいた基金残高区分を適用しなかったためである（GASB 基準書第 54 号, para. 97）。



































































































特別収入基金（special revenue fund）において予算遵守のために記録される（GARS Sec-
米国公会計の二元観モデル
─ 108 ─




















て一定の基金残高を確保しており（GASB 基準書第 54 号, para.20; Otto 2014, p.3）、通常、
当該金額は条例または決議で決められている。また、多くの政府は、安定化調整基金残高の
最低保有額を正式に決定している。GASB 基準書第 54 号は、このような安定化調整のため
の基金残高を、使途制約の原因に従い、一般基金（general fund）の制限付基金残高区分ま
たは関連済基金残高区分に含めることを規定している。制限付または関連済区分に該当しな
い場合には、未割当基金残高区分に含めることを規定している（GASB 基準書第 54 号, 
para.21; Otto 2014, p.4）。また、安定化調整基金の最低保有額に関する方針を財務諸表に注




政法第 34 条の 2、地方自治法第 232 条の 3）。中西（2007）は、 encumbrances の訳語として「支出負担
行為」を用いている。本稿においても当該単語の訳語として「支出負担行為」を用いる。
（27） GASB は、2007 年に概念書第 4 号「財務諸表の構成要素」（GASB Concepts Statement No.4, Elements 




基準書第 54 号, para, 26）。
　安定化調整等の財務的資源の利用を制約する内部的意思決定情報に関するこのような取扱
いは、基金財務諸表の役割を超えて、政府全体の財政状況の評価に資する詳細な情報を提供




　GASB 基準書第 34 号は、政府全体の純資産報告書において、純資産を 3 つの区分に分類
することを規定していた（para.32）。当該3つの区分は、（1）資本的資産への純投資（invested 
in capital assets, net of related debt）、（2）制限付（主要な制限区分で区別）（restricted 
（distinguishing between major categories of restrictions））、（3）非制限（unrestricted）で
ある（para.32）。その後、2007 年に公表された GASB 概念書第 4 号が繰延資源アウトフロー
および繰延資源インフロー（以下では、「繰延項目」とする。）を財務諸表の構成要素として
定義した。これに基づいて 2011 年に公表された GASB 基準書第 63 号「繰延資源アウトフ
ロー、繰延資源インフローおよび純持高の財務報告」（GASB Statement No.63, Financial 
Reporting of Deferred Outflows of Resources, Deferred Inflows of Resources, and Net Position；以下
では、「GASB 基準書第 63 号」とする。）は、GASB 基準書第 34 号の規定していた純資産
の区分を、当該繰延項目を調整したものに修正している（GASB 基準書第 63 号, paras.9-
11）。
　GASB 基準書第 63 号は、純持高が純持高報告書のすべての構成要素の差額であることを
規定し（para.3）、GASB 基準書第 34 号と同様に、純持高を 3 つの区分に分類することを規
定している。当該 3 つの区分は、（1）資本的資産への純投資（net invested in capital 
assets）、（2）制限付（主要な制限区分で区別）（restricted （distinguishing between major 





基準書第 63 号, para.9）。（2）制限付純持高は、制限付資産から関連する負債および繰延資
源インフローを控除して計算される。通常、制限付資産となる資源流入をもたらす負債また







準書第 63 号, para.6; GASB 基準書第 34 号, para.34）。なお、制限付純持高に、恒久的寄附
（permanent endowments）または恒久的基金（29）の元本額（principal amounts）が含まれる場
合、制限付純持高は、追加的な 2 つの構成要素で表示されるべきとされている。当該 2 つ
の構成要素が、「支払に充当可能な（expendable）構成要素」および永久に維持拘束される
ことが求められている「支払に充当不能な（nonexpendable）構成要素」である（GASB 基
準書第 34 号, para.35）。（3）非制限純持高は、（1）資本的資産への純投資および（2）制限



















使用を制限する法的強制権が含まれる（GASB 基準書第 34 号, para. 34）。
（29） 例えば、公営墓地の維持のために資源を提供する墓地永久管理基金（cemetery perpetual-care fund）で
ある（GASB 基準書第 34 号, fn. 32）。
（30） Chaney（2005）は、財政状態について、非制限純資産÷費用で算出した比率で測定することを提案し











　上記で検討した内容を要約したものが表 3 である。表 3 は、基金残高および純持高の区
分によって、基金財務諸表および政府全体財務諸表の果たす役割が表 1 と比較してどのよう
に変化しているのかを示している。当該変化に関する部分は、表 3 において、ゴシック体で








　このように、基金残高の区分により、基金財務諸表は、GASB 基準書第 34 号の整理した
役割を網羅的に果たし、補強し、さらに拡大している。また、純持高の区分により、政府全

















































































財務諸表および政府全体財務諸表が財務報告で果たす役割を GASB 概念書第 1 号の記述す
る財務報告の下位目的に照らして検討した。基金財務諸表の意義は、政府全体財務諸表にお
ける政府活動別情報に関する詳細な情報提供を行なうことにある。基金財務諸表が財務報告
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